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研究成果の概要（和文）：本研究は， DMOの施策・事業立案に役立つ観光統計・データ整備とその活用方法を基
礎的に提案することを目的に，(1)宿泊関連統計を用いた地域観光政策の評価に向けた方法論的研究，(2)地域に
おける滞在人口の短期予測技術に関する研究，(3)国や地域の観光施策の検討に資する滞在人口ビッグデータの
新たな活用方法に関する研究，(4)クレジットカード決済データを用いた新型コロナウィルス感染症による消費
行動変化・産業被害の把握に向けた研究，(5)観光振興の地域経済への波及効果に関する研究，(6)観光資源・イ
ベント実施の情報のデータベース化に関連する研究．の6種類の研究サブ課題を展開した．

研究成果の概要（英文）：This study aims to provide fundamental proposals for the development and 
utilization of tourism statistics and data that are useful for the planning and implementation of 
policies and projects by Destination Management Organizations (DMOs). It consists of six 
sub-research themes: (1) a methodological study on the evaluation of regional tourism policies using
 accommodation-related statistics, (2) research on short-term forecasting techniques for the human 
mobility in regions, (3) research on new ideas to utilize big data on the human mobility toward 
implementing national and regional tourism policies, (4) research on understanding changes in 
consumer behavior and industrial damage caused by COVID-19 using credit card transaction data, (5) 
research on the ripple effects of tourism promotion on the regional economy, and (6) research 
related to the database construction of information on tourism resources and event implementation.

研究分野：観光政策・計画学，交通学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
DMOの施策・事業立案に役立つ観光統計・データ整備とその活用方法を複数の視点から提案することができた．
特に，地域の旅行・観光動向を把握し，観光関連施策の評価をするために，滞在人口ビッグデータを使用するこ
との有効性を確認することができた点は，大きな学術的意義と社会的意義であると考えている．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
「地域における効果的な観光振興のための組織づくり」として，2016 年の制度開始以来，各
地で観光地域づくり(DMO)法人が設立されてきた．DMOに求められる機能としてマーケティン
グに基づく地域プロモーション戦略策定があり，戦略に基づいた施策・事業の成果を判断するた
めに KPIに基づく PDCAサイクルの導入が求められている．そのために，DMOは地域観光地で
生じている現象や評価に関するデータを継続的に取得し，それらの要因を分析していくことが
必要とされていた． 
しかし，栗原ら 1)は地域 DMOや地域連携 DMOのような狭域を所掌する DMO のデータマネ
ジメントレベルが低いこと，観光庁「世界水準の DMOのあり方に関する検討会」の中間とりま
とめ 2)ではデータを活用したビジネスモデル提案や事業評価測定に結びつかない DMOが多いこ
と，などの調査研究にあるように，DMOによる観光データ利活用には依然として大きな課題が
存在していた．その一因として，「都道府県より小さい市町村や DMO 所掌エリアのような地域
区分（以下，狭域地域区分）における施策・事業立案に役立つ観光データ整備とその活用方法に
関する知見が不足していること」が考えられ，その基本的考え方を提示する必要があった． 
 
２．研究の目的 
本研究は， DMOの施策・事業立案に役立つ観光統計・データ整備とその活用方法を基礎的に
提案することを目的とする．  
 
３．研究の方法 
研究の推進にあたっては，総体的な研究目的を共有しながら，研究代表者・分担者が個別に関
連研究を進める形式とした．3年間の研究期間（1年延長）で，特に観光関連の複数の統計やビ
ッグデータを組み合わせた分析手法の特徴や，それら分析手法が目標とする政策提言の方向性
を軸に，以下の 6種類の研究サブ課題を展開する． 
(1)宿泊関連統計を用いた地域観光政策の評価に向けた方法論的研究 
(2)地域における滞在人口の短期予測技術に関する研究 
(3)国や地域の観光施策の検討に資する滞在人口ビッグデータの新たな活用方法に関する研究 
(4)クレジットカード決済データを用いた新型コロナウィルス感染症による消費行動変化・産業
被害の把握に向けた研究 
(5)観光振興の地域経済への波及効果に関する研究 
(6)観光資源・イベント実施の情報のデータベース化に関連する研究 
 
４．研究成果 
(1)宿泊関連統計を用いた地域観光政
策の評価に向けた方法論的研究 
地域観光政策の効果を評価するた
めに，そのベースとなる統計データ
の精度向上は不可欠である．観光庁
が実施する宿泊旅行統計調査では，
宿泊施設の従業員数で層化を行い，
その規模に応じてサンプル抽出率が
定められている．基本表章単位とな
っている月別・都道府県別で目標誤
差率を達成する調査デザインとなっ
ているが，本研究では，推計方法の工
夫により，より少ないサンプル数で
目標誤差率を達成することが可能で
あること示した．具体的には，2016年
の宿泊旅行統計調査の個票データを
利用し，ブートストラップ法を通じ
て宿泊施設のサンプル抽出を行い，
抽出率に応じた標準誤差率の変化を
確認した（図 1）．その際，施設の延べ
宿泊者数や客室定員数の分布に正規
性がないことを考慮した推計方法を
試行した．その結果，およそ半数のサ
ンプル抽出率で現行の目標標準誤差
率を達成できる可能性があることを
明らかにした．逆に言えば，現状のサ 図 1 分析フレーム 



ンプル抽出率を維持すれば，地域からのニーズの高い，狭域地域区分での表章が一部で可能であ
ることを示唆することができた． 
次に，観光関連政策の効果を検証するための方法論を提案した．具体的には，日本の離島を対
象に，離島振興政策の中の宿泊関連政策の実施の有無が宿泊施設収容人数の増減に及ぼす影響
を，傾向スコアマッチング・差分の差分法(PSM-DID)を通じて分析した．その結果，宿泊施設の
充実に関する政策を実施した離島は未実施の離島と比べて宿泊施設収容人数が 66%増加するこ
とを示した． 
次に，観光予報プラットフォームで公開されている宿泊数データを活用して，80 を超える国
内主要温泉宿泊地を対象に，それらの需要に寄与する要因を，重回帰モデルや一般化線形混合回
帰モデルから把握した．その結果，宿泊施設の質，訪日外国人の依存度，ウェブサイトにおける
日本語以外の言語数が需要に有意に影響することを示した．これらの結果は宿泊客に対するア
ンケート調査では抽出されない項目であり，提案手法の実務的重要性を示唆している． 
 
(2)地域における滞在人口の短期予測技術に関する研究 
近年位置測位技術の発達にともない，都市で多種多様なデータが観測・収集されており，それ
らの利活用に対する関心が高まっている．本研究では，都市における観光や交通に関連するリア
ルタイムな施策を検討するための技術開発を試みた．具体的には，グラフ構造を活用した滞在人
口数の推論手法である，Attention based Contextual Multi-View Graph Convolutional Networks 
(ACMV-GCNs)を提案した（図 2）．この手法では，都市各地における関連性に基づいた重み付
きグラフを事前に構築することで，任意の地点間における関連性の強さを明示的に考慮するこ
と，3つの空間的関連性（ユークリッド距離，交通ネットワーク接続性，POI分布）に対応する
グラフを構築し，それぞれのグラフを元に得られた推論値を，最後に注意機構によって混合する
こと，注意機構では，推論時の時刻や天候に代表されるコンテキスト情報も特徴量として与える
こと，と考慮している． 

本研究では東京都心部の 1,280の 500mメッシュを分析対象，2020年 1月 1 日〜3月 24日を
分析期間と設定し，滞在人口数データとしてモバイル空間統計®国内居住者分布統計・500mメッ
シュデータ（1時間ごと），POIおよび交通ネットワークデータ（鉄道・高速道路）は国土数理情
報，天候情報は気象庁公開のオープンデータを使用した．滞在人口データについては，上記分析
期間のうちの最後の 1週間をテストデータ，その前の 1週間を検証用データ，それ以外は訓練デ
ータとする．ACMV-GCNsと比較するモデルとして 6種類の既存モデルを選定した．その結果，
モデルの当てはまりについて，ACMV-GCNs が最も優れていること，ACMV-GCNs の計算時間
も十分に高速であること，コンテキスト情報に基づく注意機構の有無による推論精度の比較を
通じてモデルが推論時の状況に基づいて動的に重みを変更することが有用であること，を示し
た． 
 
(3)国や地域の観光施策の検討に資する滞在人口ビッグデータの新たな活用方法に関する研究 
地域の滞在人口が高い時空間解像度で把握可能となっている今日，その情報を活用して地域
における観光施策の効果を把握するための方法論に対するニーズに応えるための研究を実施し
た．具体的には，モバイル空間統計®国内居住者分布統計（1時間ごと）を使用して，滞在人口の

図 2 ACMV-GCNsのフレーム 



特性やその時間変動を詳細に分析した． 
はじめに，観光地における公共交通サービスや専用輸送サービスの成立可能性を基礎的に把
握するために，国土交通省の全国幹線旅客純流動調査で使用される地域区分である生活圏の中
から長野県の長野生活圏と上田生活圏に着目し，その中から訪問者滞在人口が多いメッシュ，滞
在人口の季節変動の大きいメッシュ，公共交通サービスが存在しないものの滞在人口の多いメ
ッシュといった条件で 5メッシュを抽出し，新型コロナウィルス感染症拡大前である 2019年度
の 5月，8月，1月の 1週間に着目して，対象メッシュの訪問者と居住者の人口比率の分布や時
間変動の傾向を詳細に把握した．その結果，滞在人口数や訪問者居住者比率に応じた公共交通サ
ービス検討に向けて基礎的な知見を得ることができた． 
次に，2019年 1 月〜2021年 12月の分布統計・生活圏データを使用して，日本国内の旅行流動
の都市と地方の差とその新型コロナウィルス感染症の影響について分析した．その結果，感染症
拡大前後で都市階層の低い方から高い方へ旅行流動の減少度合いがより大きいことを示した．
加えて，空間的相互作用モデルによる分析（図 3）を通じて，三大都市圏と地方を発地とする流
動のいずれも感染症拡大後の距離抵抗が大きくなっている（より短い距離の移動が増加してい
る）一方，地方発の流動に対する人口規模効果が小さくなっている（三大都市圏発は不変）とい
った違いを確認することができた．これらの結果は，感染症のようなイベント後の旅行需要を刺
激する際に，発地別に決めの細かい支援メニューが重要となることを示唆している． 

次に，観光地における持続可能な観光開発計画の策定と定量指標に基づく管理を支援するた
めに，地域への訪問者と居住者の廃棄物排出量原単位の比較分析を行った．具体的には，ごみ発
生量や滞在人口の統計データから滞在人口当たりの原単位を推計するアプローチおよび手法を
採用し，2021年度の一般廃棄物処理実態調査結果とモバイル空間統計®国内居住者分布統計を用
いて，3種類の回帰モデルにより，居住者・訪問客滞在人口によるごみ排出量の原単位を推定し
た．その結果，訪問客の居住地からの距離に着目した 1時間当たりの原単位モデルでは，遠距離
訪問客の原単位は居住者のそれとほぼ同じ値であり，滞在時間帯に着目した 1 日当たりの原単
位モデルでは，夜間訪問客の原単位は 792g/人日で，夜間居住者のそれの 6.2倍と推定された． 
 
(4)クレジットカード決済データを用いた新型コロナウィルス感染症による消費行動変化・産業
被害の把握に向けた研究 
地域における観光消費行動や経済効果を分析するために，クレジットカード決済データに対
する興味が高まっている．研究期間中に新型コロナウィルス感染症の蔓延があり，それが個人の
観光行動や観光地経済に与えた影響をクレジットカード決済データから把握する方法論を基礎
的に検討した．使用データは，ある鉄道会社が発行するクレジットカードの 2019 年〜2020年に
おける決済データである． 
はじめに，2019年 4〜9月および 2020年 4〜9月の 2期間を対象に，観光関連消費の回数や金
額の変化を分析した結果，感染症拡大で観光消費を控えたと見られる会員の割合が 55%である
こと，GoTo トラベルキャンペーンにより旅行を再開した会員の割合が 30%であること，など 3
つのグループに分類した．2019 年のクレジットカード利用状況からクラスター分析を通じて会
員を 4つのクラスターに分類し，各クラスターに含まれる各グループの割合を確認した結果，感
染症拡大以前から観光業に高額の決済をしていた会員は感染拡大時も一定程度旅行を実施して
おり，感染症拡大以前の決済が低い会員は感染症拡大時に旅行を控える傾向があった． 
次に，感染症拡大による宿泊業の被害額を試算するために，上記のクレジットカード決済デー
タとモバイル空間統計®国内居住者分布統計データを組み合わせ，因果推論手法の一つである
Causal Impact をベースとした推計フレームを提案した．分析対象地を首都圏近郊の温泉観光地
として，そこの延べ宿泊者数データとの比較分析から，クレジットカード決済回数と滞在人口が
延べ宿泊者数の代理指標と見なせることを確認した上で，Causal Impact における介入を緊急事
態宣言などの感染症関連のイベント，共変量を対象地や感染症に関するいくつかのキーワード
の検索数と設定したモデルの推定結果（図 4）を統計的に検証した結果，提案フレームの妥当性
を確認できた． 

図 3 空間的相互作用モデルのパラメータの推移（日単位推定の 7日間移動平均） 



(5)観光振興の地域経済への波及効果に関
する研究 
持続可能な観光開発の実現に向けて，観
光地では観光施策や活性化が地域経済に
及ぼす影響を把握することのニーズが高
まりを見せている．本研究では東京都を事
例に，2011年の地域間産業連関分析を通じ
て，都経済に対する訪問者支出の寄与度や
産業部門間の波及効果を詳細に分析した．
その結果，観光産業は他部門に対して強力
な部門間誘発効果を有していることが分
かった．この結果は，東京都の経済成長に
おける観光の重要性を示唆している． 
 
(6)観光資源・イベント実施の情報のデータ
ベース化に関連する研究 
観光資源の存在や新規導入，イベント実
施は地域の来訪者数の大きく影響を与え
ると考えられる．これまでの研究を通じ
て，地域の来訪者数に関する時空間解像度
の高い滞在人口データは利用可能となっ
てきたが，その変動要因たる観光資源・イ
ベント実施状況のデータベースは体系的に
収集・整備されておらず，これらの導入施
策の効果を容易に分析できる状況にない．このような問題意識の一環として，ライブ・エンタテ
イメント白書 2020に掲載された大量の音楽・ステージイベントの個票データを分析し，その時
空間分布を把握した． 
その結果，地域集中度が高いこと，開催件数は人口規模に関係していること，大都市圏では大
規模会場での開催割合が小さく会場の規模の多様化が見られること，小中規模イベントの夜間
開催割合が高いこと（図 5），など，イベントを通じた地域経済への貢献に対する基礎的な知見
を得た． 

 
(7)総括 
本研究は， DMOの施策・事業立案に役立つ観光統計・データ整備とその活用方法を基礎的に
提案するために，観光関連の複数の統計やビッグデータを組み合わせた分析手法の提案を中心
とした複数の個別研究課題を実施した．その結果，特に地域の旅行・観光動向を把握し，観光関
連施策の評価をするために，滞在人口ビッグデータを使用することの有効性を基礎的に把握で
きた．  
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2) 観 光 庁 ： 世 界 水 準 の DMO の あ り 方 に 関 す る 検 討 会 中 間 と り ま と め ，
https://www.mlit.go.jp/common/001280628.pdf 

図 4 7都府県緊急事態宣言(2020年 4月 7日)
による滞在人口減少効果 

図 5 会場規模別のイベント開演時間分布 
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